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地域包括支援センター連絡会　資料

高齢者終活支援事業について
１．目的
少子高齢化の進行とともに、身寄りのない高齢者が増加していることから、そうした高齢者に、もしものことがあった時の「備え」を自らできるよう支援することで、残りの人生を悔いのないものにし、自分らしい最期を迎えられるようにするとともに、遺された親族や関係者への負担を軽減することを目的とします。

２．事業内容
(1)　相談事業（終活相談窓口の開設）〔令和６年６月から〕
ひとり暮らしで身寄りのない高齢者などを対象に、「終活」全般に関する相談を受け、必要な助言や関係機関の案内などのコーディネートを行う相談窓口を高齢福祉課内に開設します。
対象者　市内在住で、身寄りがない又は頼れる親族がいないひとり暮らし高齢者など
相談(例)　・エンディングノートの作成など、もしもの時の備えに関すること
　　　　　・財産、所持品の整理など資産・財産に関すること
　　　　　・遺言書の作成など、相続・贈与に関すること
　　　　　・葬儀、お墓などに関すること

(2)　啓発事業
「終活」の重要性を啓発するとともに、エンディングノート、ＡＣＰ（「人生会議」）など「終活」に関連する情報を提供するため、啓発物の作成・配布やセミナーの開催などに取り組みます。

(3)　終活情報登録事業〔令和６年１０月から（予定）〕
身寄りのない高齢者などが、病気や事故などで意思表示が困難になったり、亡くなったりした場合に備えて、緊急連絡先や遺言書の保管場所などの終活情報を事前に登録し、必要時に、その情報を関係機関などに提供する仕組みを設けます。

３．現在の相談の状況
広報よっかいち５月下旬号掲載後の５月２０日から徐々に相談が入っており、６月末までに１６件の相談あり。
７０～８０代、１人暮らし高齢者からの相談が多い傾向。切羽詰まった相談よりも、この先々が心配なためという相談が多い。相談の内訳としては、家財・財産処分や相続など資産がらみの相談が多いように感じる。
その他、相談統計は次ページのとおり。
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年齢



50代	60代	70代	80代
以上	不明	1	6	9	7	1	
相談者


本人	親族	支援者	その他	22	1	0	1	
相談方法


電話	来課	訪問	12	12	0	
相談内容




医療・介護サービス	身元保証	葬儀・納骨	家財・財産処分	相続・遺贈	その他	4	7	5	8	5	3	
